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は じ め に

企業の国際化の中心課題であるFDI（外国直接投資）の研究は，貿易論，産
業組織論，国際経営論の３つの分野からのアプローチがなされてきたが，相互
の特徴を生かした形での統合的な理論が形成されてきた。具体的には，雁行形
態論，OLIパラダイムと内部化理論，国内市場から外国市場を対象とする分析
手法などから相互の特徴を生かして統合的な理論構築への試みがされてきた。

いずれも，FDIの当事者であるMNE（多国籍企業）は製造業を対象とする
ものであった。

しかしながら，２０００年頃から，製造業以外の業種，例えば，小売業などによ
るFDIが顕著になってきており，飲食業も増えつつある。さらに，創業の初期
から国際間でビジネスを行う企業により，特定の国を拠点とはしないボーン・
グローバルも出現している。また，外国への進出手法として，Ｍ＆Ａによる企
業も出てきている。既存の理論では対応困難として，全く新たな理論構築の試
みも出てきている。新規性を求めるあまり先行研究を無視する研究も有り，か
えって混沌としている。

本論では，新しいFDIのトレンドを念頭におき，製造業以外の業種でも説明
できるモデルの構築を目指す。まず，最近の海外ビジネスのトレンド，具体的
には，⑴小売業，⑵飲食業，⑶ボーン・グローバル，⑷Ｍ＆Ａなどを概観する。
とくに，非製造業である⑴小売業，⑵飲食業における分析方法（試案）を提案
するための検討を行った。

次の段階として，具体的な企業を対象として分析する予定である。
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１．最近の国内と海外ビジネスのトレンド

１．１ 小売業
⑴ 低い外国事業の比率

日本企業の海外における事業活動は活発化している。経済産業省「海外事業
活動基本調査」によれば，１９９７年度には日本企業の海外事業売上高は１２７．６兆
円であったが，（２００６年度には２１４．２兆円と１０年間で約１．７倍増），２０１７年度では
２５７兆円となった。
「海外事業活動基本調査」がアンケート調査なので企業の全数を把握してい

ないことに注意を要するが，２０１７年度では１３４兆円となった非製造業の海外に
おける売上高は国内の売上高に比して小さく，日本のサービス業（１１兆円）や
小売業（８兆円）の国際化は，製造業に（１２３．８兆円）比して少ないことがわ
かる。卸売業（９５兆円）を除くとその比率は製造業に比して低い。このような
日本の小売業の国際化の低迷の一因として，欧米企業に比して生産性が低いこ
とが指摘されている。

⑵ 日本の小売業の海外進出経緯と撤退
これまでの日本の小売業が海外市場進出に消極的だったというわけではなく，

むしろ海外進出の歴史は古い。百貨店が戦前から海外に店舗を展開し，戦後は
日本の調度品を世界に販売した。１９６０年代には海外渡航自由化による日本人観
光客需要を狙っての進出により発展した。そして１９８０年代になると，国内はバ
ブル経済に沸いた。またアジア諸国の一部では工業化が進み，都市部が発展し
たことから日本の百貨店が誘致され，進出が加速された。一方，食品小売業の
海外進出も１９７０年代のヤオハンにはじまり，１９８０年代になると日本経済の好調
に加えて台湾での消費ブームなどアジア市場が注目された。そのため食品小売
業はアジアへこぞって進出した。この時点では小売業の国際化が遅れていたこ
とにはならないであろう。

しかし１９９０年代に多くの小売業が進出市場から撤退した。日本人海外旅行客
目当てや進出市場からの要請，バブル期の資金的余裕など，参入前の現地市場
調査や参入後の投資資本回収計画といった戦略や事業計画があいまいな状態で
の進出だった。
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また，進出市場に日本の卸売業のような高機能の仲介者がいないなど日本型
のビジネスができなかったために発展が妨げられた。競合となる欧米小売業は
高機能の仲介者がいなくとも展開が可能な現地に適応する倉庫型店舗での展開
であったため売上を伸ばしたが，日本の小売業は日本型にこだわったため，コ
ストが上昇し販売価格が高く客離れが進んだ。日本小売業は進出市場で収益性
の高いビジネスをすることができず，撤退が進んだ。このように進出前の戦略
的検討の欠如の現れが現地市場でのビジネスに影響をもたらした。

現在，海外市場に継続して進出，あるいは最近新たに進出した小売業は，百
貨店では伊勢丹，高島屋，三越など６社，イオン，ヨーカドーなどの総合量販
店（GMS）とセブンイレブン，ファミリーマート，ローソンなどのコンビニ
エンスストアであり，食品スーパーは進出していない。

⑵ 欧米企業は国外に活路
欧州小売業はすでに１９７０～８０年代にかけて本国市場に近い国外に進出してい

た。しかし，アジアやラテンアメリカ，東欧などの新興市場への参入について
は１９９０年代になってからである。競合する現地小売業を買収して規模を拡大す
るとともに，物流やマーケティング，オペレーションシステムを統合すること
によるコスト削減，共同大量調達を行うことによるコスト削減を実現し，なお
かつそれぞれがこれまでに実現してきた成功体験やノウハウを共有することで，
さらなる効率的な事業運営を目指し，企業体力を蓄えたのである。ただし，欧
米小売業も進出市場すべてに成功しているわけではない。

１．２ 飲食業
⑴ 厳しい国内市場

日本の飲食業界は極めて厳しい状況にある。国内市場規模を見ると，１９９７年
の２９兆円をピークに下がり続けて，２０１２年は，約２割減の２３～２４兆円となって
いる。今後は，少子高齢化などに伴って外食産業はさらに落ち込み，２０２０年に
は良くて横ばい，さらに１～２割縮小するという予測も出ている。市場が縮小
傾向にあれば，競争は激化する。飲食業の国内の市場規模は図１で，店舗数で
は表１のようになっている。

一方，就業人口の減少によって，人手不足が深刻化している。縮小する市場
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の中で生き残るには優れた人材が不可欠だが，労働力は売り手市場となり，一
定数の従業員を確保すること自体が困難なうえに，労働コストもかかる。２０２０
年を待たずして，現時点でさまざまなほころびが現れはじめている。たとえば，
飲食業界でも従業員に過酷な労働を強いる「ブラック企業」と呼ばれる会社が
いくつも出ている。このような状況下で，個別の飲食企業の動向として，新規
出店や店舗改装，Ｍ＆Ａ，MBO，業態転換など様々な戦略をとっている。

国内市場が縮小する中で，多様化する消費者ニーズをいかに捉えるか。厳し
い環境が続く中，こうした動きは今後も加速するものと見られる。一方，海外
に活路を見出す企業も出てきている。

出所：日本フードサービス協会
図１ 飲食業の市場規模 （単位：億円）

表１ 飲食業の店舗数 （単位：千店）

１９９６年 ２００１年 ２００６年 ２０１２年

その他の飲食店 ４２ ４１ ３７ ２７

喫茶店 １０２ ８９ ８１ ６５

バー，キャバレー，ナイトクラブ １５３ １６０ １５２ ９９

酒場，ビヤホール ２１９ １８６ １５２ １１４

すし店 ４５ ４０ ３２ ２４

そば・うどん店 ３５ ３５ ３４ ２９

食堂，レストラン（専門店含む） ２４０ ２４４ ２３６ ２１４

出所：日本フードサービス協会
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⑵ 海外に活路
海外での日本食人気を背景に，海外店舗を展開する企業が増えてきている。
２０１４年３月に日本貿易振興機構が行った「日本食品に対する海外消費者意識

アンケート調査」によると，好きな外国料理の１位に日本料理が選ばれている。
この日本食ブームに乗って日本の外食チェーン店は海外進出を進めており，

農林水産省の調査（２０１５年７月の時点）で海外に展開している日本食レストラ
ンの数は約８万９千店にものぼり，その店舗の数は前回の調査（２０１２年１月）
に比べ１．６倍にも激増している。

２０１８年８月時点での代表的な外食チェーン店の海外出店状況を表２に示す。
牛丼チェーン店の吉野家が８１７店舗と数多く出店している。また日本発祥のハ
ンバーガー店であるモスバーガーが３５２店舗，カレーチェーン店のCOCO壱番
屋が１５９店舗など，伝統的な日本食ではないが日本人好みに味を改良した食べ
物が海外で高い人気を得ていることがわかる。

これは外国人の料理の好みが日本人に近づいてきているか，もしくはその逆
なのか，いずれにしても日本人が作って食べている料理の多くが海外で高く評
価されていると考えられる。

表２ 海外出店の状況 （単位：店舗）

店名 国外 国内

１ 吉野家 ８１７ １，２００

２ 味千ラーメン ７３９ ７９

３ モスバーガー ３５２ １，３４１

４ ペッパーランチ ２０８ １００

５ 元気寿司 １８１ １５３

６ ココイチ １５９ １，３０１

７ やよい軒 １４９ ３１８

８ ８番らーめん １３３ １４１

９ さぼてん １２５ ４７５

１０ ワタミ ６２ ４６８

出所：各社HPより筆者作成（２０１８年８月時点）
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１．３ ボーン・グローバル企業の台頭
⑴ ボーン・グローバルの定義

近年，インターネットの普及やクラウドファンディングによる新たな資金調
達の基盤形成により，起業して間もなく海外展開やグローバルビジネスに入る
といった企業の国際化が進展している。このような形態を意識した企業は
「ボーン・グローバル」と呼ばれ，企業の国際化に係る研究等においても注目
されてきている。

従来の企業の国際化のプロセスは，一定期間の国内事業の後，国際貿易（輸
出）や技術供与の段階を経て，最後に海外直接投資（現地生産や現地での研究
開発等）に向かうという漸進的・連続的・段階的な国際化の展開プロセスが主
要な考え方であった。

たとえば，メーカーの場合，輸出や技術供与の期間を経た後，対外的直接投
資によって現地生産や研究開発等の活動を展開するものである。このような，
国内で事業を行った後に次第に海外に拡大していくプロセスに対して，ボー
ン・グローバル企業の特徴として，起業時からすぐさま海外市場に参入したり，
あるいは同時に多数の諸外国に参入したり，また経験が限定的である中で合弁
会社を形成するなど，創業間もなく国際的な活動を展開することが挙げられる。

ボーン・グローバル企業は，ベンチャー・中小企業，ハイテク系スタート
アップ，そしていわゆるグローバル企業のそれぞれの要素を併せ持つ形態とい
える。ベンチャー・中小企業とは，事業が小規模であることと大企業と比べる
と資源が限定的である点で類似性がある。また，先端的な技術をシーズとする
革新的な新規創業企業である点でハイテク系スタートアップと類似している。
さらに，グローバル市場で互いに競合している点でグローバル企業と類似して
いる。ボーン・グローバル企業は，これらの要素が組み合わさることで，起業
後まもなく輸出，技術供与，現地生産やＲ＆Ｄといった国際的事業活動を開始
でき，伝統的な国際化プロセスでは蓄積できなかった持続可能な競争優位性を
有するものと考えられる（図２）。

⑵ ICT（情報通信技術）の役割
ボーン・グローバル企業の出現の理由については，第一に，市場状況のグ

ローバル化，世界市場経済の統合の進展，インターネットをはじめとするICT
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によるビジネスのグローバル化の進展といった外的要因が挙げられる。第二に，
希少な経営資源の有効利用，国際的な経験が豊かな人材の増加や起業家精神
（アントレプレナー）の台頭といった内的要因が挙げられる。

こうした内的要因と相まって，ボーン・グローバル企業の成長において，
ICTが重要な役割を果たしていると考えられる。たとえば，ボーン・グローバ
ル企業は，全社的なコミュニケーション及びマーケティング・コミニュケー
ションはもとより，販売取引，商品受注から入金管理までの一連の作業（サプ
ライチェーンマネジメント）や顧客管理（カスタマーリレーションマネジメン
ト）においてインターネットを積極的に活用している。その他，国内外のパー
トナー，供給業者，顧客，代理店，流通業者，開発パートナーなどとの関係構
築・支援においてインターネットを活用している。

１．４ Ｍ＆Ａによる対外進出
ディールロジック社（日本経済新聞 電子版２０１８／７／２０報道）によると，２０１８

年１～６月の外国企業に対するＭ＆Ａ（合併・買収）は１，１２２億ドル（約１２．７
兆円）と過去最高となった。２０１８年１～６月の日米欧企業による対外Ｍ＆Ａ（公
表ベース）は合計３，８１６億ドルで，内訳は米国企業が１，７５１億ドルでシェアは
４６％を占める。日本企業は２９％で，欧州（９４１億ドル，２５％）を超えた。武田

出所：総務省「グローバルICT産業の構造変化及び
将来展望等に関する調査研究」（平成２７年）

図２ ボーン・グローバル企業の位置づけ
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薬品工業によるアイルランドのシャイアー買収が大きいが，これを除いても年
間では７５０億ドル前後に達する。

１９９０年前後や２０００年前後にも外国企業に対するＭ＆Ａが増加した時期があっ
た。当時，注目を浴びたのは，１９８９年に三菱地所が米ニューヨークのオフィス
ビル「ロックフェラーセンター」を買収，２０００年にはNTTドコモが米携帯電
話大手AT & Tワイヤレスへの１兆円超（当時の為替レート換算）の資本参加
を決めている。ただ，１９８９，１９９０年，１９９９～２００１年の日本企業による対外Ｍ＆
Ａは年間２００億～３００億ドル前後にすぎない。

日本企業の対外Ｍ＆Ａは趨勢的に増えており，２０１０～２０１７年は年平均で７５０
億ドル強であった。２０００～２００９年（２６０億ドル弱）の約３倍で，為替変動の影
響もあまり受けず増加傾向を維持している。世界シェアも拡大しており，２０００
年代初めは３～５％程度だったが，２０１１年以降は１０％超で推移している。

２００８年のリーマン・ショック，２０１１年の東日本大震災で国内景気は停滞が続
き，Ｍ＆Ａで海外に活路を求める傾向が強まったといえる。

日本企業は海外Ｍ＆Ａに２０００年以降，累計１１０兆円を投じたが，同期間に上
場企業による純利益（約３００兆円）の３分の１に相当する。そのうち４割（約４３
兆円）は米国に，３割（約３１兆円）は欧州に向かった。

規模の大きいものでは，米国で２０１４年にサントリーホールディングスが約
１．６兆円で蒸留酒大手ビームを，欧州では２００７年に日本たばこ産業（JT）が２．２
兆円で英たばこ大手ガラハーを買収し，武田は約７兆円でシャイアー買収を決
めた。名門・有力企業のＭ＆Ａで，国際ビジネスの上位に入るのを狙った大型
案件が目立つ。業種ではヘルスケア，IT（情報技術）などである。

対外Ｍ＆Ａによって事業領域を広め業績拡大につなげた企業も多い。一方，

出所：ディールロジック社（日本経済新聞 電子版２０１８／７／２０報道）
図３ 日本企業のＭ＆Ａ
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失敗例には，Ｍ＆Ａ強化の目標のもとに各部門で予算消化的に買収を決めてし
まうといった事例も見られる。上場企業の手元資金（内部留保）は２０１７年度末
に約１２０兆円で，主要５００社ベースで総資産に占める比率は１１％と，米国企業
（７％）を上回る。国内で設備投資の機会は見つけにくく，割高でも海外Ｍ＆
Ａが選択されがちであるとみられる。

買収総額が買収先企業の利益の何倍かをみると，２０１８年は平均で１８．９倍（ト
ムソン・ロイター調べ）である。買収後，２０年近くで投資回収ということにな
る。投資回収年数は２０００年以降で最も高く（投資回収に年数がかかる），２０１８
年の世界平均（１５．５倍）を上回る。

企業の競争はグローバルに広がり，大型の海外Ｍ＆Ａが，経営上の選択肢に
なってきている。Ｍ＆Ａの成否を分けるのは，買収時の「価格算定」，買収後
の「経営統合」作業が重要となる。成功する企業には，異文化リテラシーのあ
る経営幹部が買収を担当しているといった特徴もある。Ｍ＆Ａ対象企業選びか
ら価格交渉，買収後の統合プロセスまで含めた「Ｍ＆Ａ実施能力」を国際レベ
ルにまで高められるかどうかが，企業の成長力を左右する大きな要因となる。

２．企業の国際化と産業の特徴

企業の国際化は，どのような道筋もしくはパターンで始まり，ビジネスの活
動範囲はどのように広がるのであろうか。これまで，国際ビジネスの議論の多
くは，暗黙のうちに「製造業企業」を研究対象にしてきた。製造業の場合には，
「輸出」から始まるのが通常である。対象国は，「心理的距離」が最短の国に
対してであることが多く，その国の市場に販売や流通の拠点となる販売子会社
をつくり，さらに生産子会社をつくる。最終的には，より完全な子会社を作り
製造だけでなく製品開発もそこで行うのが典型的な形である。

製造業以外の企業についても，外国ビジネスを行う企業は多く，例えば，銀
行，ホテル，コンサルティング，レストラン，流通業などもある。貿易の対象
ではない産業，すなわち，貿易できない製品やサービスの企業の場合，選択肢
はない。これらの産業の企業が外国市場でビジネスを始めるには，その市場に
対外直接投資，すなわち新規に子会社をつくる（あるいは現地企業を買収する）
の他に方法はあまりない。国際化の程度については，その産業の特徴に左右さ
れるところが大きく，企業活動の国際化は，主として貿易と直接投資という形
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で行われるが，貿易や対外直接投資の他に，ライセンシング（技術供与），フ
ランチャイジング，そして，ターンキープロジェクト，戦略提携などもある。

貿易と直接投資に注目して，グラント（Grant，２００８）によると，⑴国内産
業，⑵貿易産業，⑶マルティドメスティック産業，そして，⑷グローバル産業
がある（図４を参照）。国際ビジネスでは，⑵⑶⑷を議論していると言える。

３．外国直接投資の理論とその見直し

３．１ 国際ビジネス研究
国際ビジネスにおける企業の活動内容には，貿易や対外直接投資（FDI：

Foreign Direct Investment）などがある。時代をさかのぼると，貿易が中心
であり，経済学の分野で，議論がなされ「貿易論」という分野が形成され雁行
形態論（Kojima１９７７，小島１９８１，Kojima and Ozawa１９８４）に発展した。FDI
の当事者である企業は，多国籍企業（MNE：Multinational Enterprise）であ
り，産業組織論の観点からは，ハイマー＝キンドルバーガー（Hymer＝Kindle-
berger）理論による企業特有の優位性（FSA：Firm Specific Advantage）の
考え方が提案された。さらに，内部化理論（Internalization Theory）やダニ
ング（Dunning １９６８，１９７９）によるOLIパラダイムやが，具体的な分析に多用
されてきた。経営学の分野では，ポーター（Porter）の産業間のポジショニン
グや競争優位の考え，価値連鎖の考え方，そして，国毎の産業の優位性を議論

出所：Grant（２００８）のFig.１４．１
図４ 国際ビジネスと産業

駿河台経済論集 第２８巻第１号（２０１８）

１００



するナショナルダイヤモンドも，国際ビジネスの分析に活用されている。
一方，企業の国際ビジネスにおける活動の主役は，近年，先進工業国の大企

業に関わらず，中進国，途上国や中小企業にも及んでいる。かつては，国際ビ
ジネスは大企業が主役であり多国籍企業を形成してきたが，その出身国を問わ
ず中小企業が国際ビジネスに参加してきているのが，最近の大きな特徴である。

また，自由貿易への努力や，インターネットに代表される技術革新によって，
グローバル化がさらに進行している。人々の好みは多くの企業に知れるところ
となってきているとはいえ，仕様と価格という点で，国際間でどこでも通用す
る商品と，そうではない商品が併存する状況である。

さらに，国際ビジネスへの参加の方法は，従来の貿易や対外直接投資ではな
く，競争優位を有する本国での価値連鎖（もしくはサプライチェーン）の一部
を国外に存在させるという傾向が強くなってきている。物流と知識管理につい
て，国際間のネットワークを構築しつつある企業も有る。このような国際ビジ
ネスの動きはさらに広がると見込まれる。

企業が対外直接投資を行う理由について，多くの研究者は，HK理論をはじ
めとして，アリバー理論（Aliber１９７０），PLC理論（Vernon１９６６，１９７３，１９７４，
１９７９），そして内部化理論（Buckley and Casson１９７６）など既存の理論を構築
してきた。そして，レディング学派のダニング（Dunning１９６８，１９７９）によ
る折衷理論，すなわち，OLIパラダイムが，途上国に対してだけでなく，先進
国に対する対外直接投資を説明する統合的な基本理論であることを前提に議論
されてきている。

３．２ OLIパラダイム
対外直接投資（FDI）の理論は，個々の局面ではその適用性が大いにあるも

のの，必ずしも企業がFDIを選択するのかどうかを，十分に説明するものでは
ない。

このような不十分さを解消するものとして，前述のレディング学派のダニン
グ（Dunning，１９７９）による「折衷理論（Eclectic Theory）」がある。

折衷理論（OLIパラダイム）は，企業が特定の外国市場において所有優位を
保有し，それを外国企業に売るのではなく，付加価値を付けることが最も利益
となると認識する場合（内部化優位），そして，本国よりも特定の国に資産を
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持つことが利益になるという立地的優位が存在する場合，企業は外国生産（直
接投資）を行うようになるというものである。

この理論は，内部化理論に立地論とハイマー理論（所有優位性）を加えて，
全てを「折衷」する形で独自のOLIパラダイムを提唱し，企業の国際経営の一
般理論の構築を目指したものである。OLIパラダイムの要点を，表３に示す。

⑴ 所有の優位性（企業特有の優位性）
ダニングによる「所有の優位性」は，表３の項目１の⑴～⑸に示したもので

ある。ハイマー＝キンドルバーガーの「企業特有の優位性」と殆ど同じ事柄を
示している。ある国の企業が他国の市場に及ぼすことのできる以下のような優
位性ともいえる。

① 技術，知識，ノウハウ，Ｒ＆Ｄ能力，組織・マーケッティングのシステ
ム，変革能力，人的資源，ファイナンス，企業規模など，他社にはないユ
ニークな無形資産を保有することからくる優位性で，企業の競争力の源泉
となる。

② 共通のガバナンスがもたらす優位性。仲介業務，生産の迅速な移転，投
入財のグローバルな調達などによる幅広い機会がもたらす事業活動の柔軟

表３ OLIパラダイムの要点

１．所有の優位性（Ownership Advantage）
⑴ 研究開発に伴う知的財産権
⑵ 企業の組織（経営管理，マーケティングなど）に関わるスキル
⑶ 製品の差別化，トレードマーク，ブランドネーム
⑷ 規模の経済に関わる企業のサイズ
⑸ 生産設備の効率的サイズ

２．内部化の優位性（Internalization）
⑴ 契約の締結・更新に関わる費用の軽減
⑵ 売却しようとする技術に関する買い手の不確実性
⑶ 製品の利用や再販売に対する支配の必要性
⑷ 価格の差別化，もしくは相互利用の優位性

３．立地の優位性（Location Advantage）
⑴ その国の資源
⑵ 安価で効率的で訓練された労働力
⑶ 貿易障害（輸入制限など）の少なさ

（出所：Rugman, Lecraw, and Booth［１９８５］p.１１９.）
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性を含む。外国市場への有利なアクセスや，それについてのより良い知識。
各国によって異なる資源の分布，政府の介入，市場など，各国の地理的な
違いから利益を引き出す能力。

③ リスクを分散し削減する能力。組織・経営のプロセスやシステムにおけ
る社会的な違いからの学習を習得する能力。国に特有な資源と消費者の
ニーズの多様性への対応する必要性と統合の経済をうまくバランスさせる
こと。

⑵ 内部化の優位性
内部化の優位性とは，表３の項目２の⑴から⑷に示したものである。
不完全な市場での取引を迂回して，企業内に内部化した方が有利化するよう

な取引費用削減などの要因であり，つぎのようなものも含まれる。
① 取引相手を探索するコストや交渉コストの回避。
② モラルハザードおよび間違った選択がもたらす費用の回避，さらに企業

内部化により名声を守ること。
③ 買い手の不確実性や契約破棄およびその結果生ずる訴訟費用の回避。

⑶ 立地の優位性（国特有の優位性）
ダニングの「立地の優位性」は，立地対象における「国特有の優位性（coun-

try-specific advantage）」ということができる。具体的には，表３の項目３の
⑴から⑶に示したものである。

経済活動の場としてのその国の魅力度を決定する要素（優位性）であり，次
のものが含まれる。

① 天然資源・人工的に創出された資源の賦存，国際的な輸送・コミュニ
ケーション費，関税・非関税障壁，投資インセンティブ，インフラ，技術
基盤などの供給側の要素。

② 市場規模や所得規模，消費者の嗜好，成長率，発展段階などの需要側の
要素。

③ 各国に存在するイデオロギー，言語，文化，ビジネス，政治などの相違など。
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３．３ OLIパラダイムの有効性（製造業の場合）
欧州における日本の製造業の直接投資を例にして，所有の優位性（Ｏ），立

地の優位性（Ｌ），内部化の優位性（Ｉ）が，十分な説明ができるかどうかに
ついて簡単に考察してみる。

日本企業の欧州における対外直接投資は，先進国の中では件数が多いが，進
出企業は，英国を例に取ると，自動車産業と，家電・エレクトロニクス産業に
特化した状態である。代表的な企業としては，自動車は，日産，トヨタ，ホン
ダが生産から販売までを行っている。家電・エレクトロニクス産業では，東芝，
日立，松下（現，パナソニック），シャープ，ソニー，リコー等が生産販売の
事業を行っている。これらの企業の多くは，英国だけでなく欧州市場を見据え
て工場を立地させている。

⑴ 所有の優位性（企業特有の優位性）
英国に進出している日本の自動車，家電・エレクトロニクスの企業は，英国

企業（そして，欧州企業）と比べて，研究開発や生産技術の優位性を持ってお
り，製品の品質・性能面など十分な競争力を備えている。直接投資を行う以前
から，輸出によって商品は既に現地の市場で知られていた。そして，現地販売
会社を設立して販売チャンネルを自前のものとしている。工場立地は，そのよ
うな下地があったうえでのことである。例えば，自動車の場合，工場立地の直
接的な契機は，欧州諸国からの輸入制限の動きがあり，欧州市場での売り上げ
を確保するために，輸出を自主的に数量制限することを余儀なくされたことで
ある。現地工場の立ち上げにおいては，日本の国内工場や他の外国工場での経
験が生かされている。本国から遠く離れて現地国で企業が事業を行うことによ
るコストを解消するのに必要な所有の優位性，すなわち対外直接投資を行うた
めに必要な優位性を，日本企業は持っていたといえる。

⑵ 内部化の優位性
日本の製造業の場合，ここでいう内部化による優位性は，輸出，そして現地

販売会社を設立するに際して，既に考慮されていたと考えられる。例えば，現
地販売エージェントから自前の販売会社を設立する理由は，販売契約を締結し
更新する費用削減そのものであり，製品の販売ルートや価格設定において直接
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的に支配できる利点からである。このように，日本企業は対外直接投資を行う
に際して，内部化の優位性を考慮して行っているといえる。

⑶ 立地の優位性（国特有の優位性）
欧州では，自動車や家電製品については，欧州諸国の国内産業との競合から

輸入制限の動きがあった。特に，自動車については，このことが欧州での現地
生産に踏み切った大きな理由である。立地の検討に当たっては，欧州市場統合
があり，関税面からいえば，欧州域内であればどこでもよかったとも言える。
英国を選択した理由には，サッチャー政権以降における地域産業再開発のため
の工場誘致政策が大きく影響している。英国は国内自動車産業や家電産業がも
ともとあり，部品製造企業が存在していたことが利点となっている。自動車や
家電産業は，製造工程が組立型であり，機械化されたとはいえ，多くの労働力
を抱える必要性がある。熟練労働力の供給が可能であること，英語でコミュニ
ケーションができることが大きな理由となっている。このように，立地の優位
性を考慮して，日本企業は対外直接投資を行っているといえる。

３．４ 最近のトレンドをOLIパラダイムで分析
OLIパラダイムを用いて，最近のトレンド（小売業，飲食業など）の対外直

接投資を簡略ではあるが分析を行ってみる。
⑴ 所有の優位性（企業特有の優位性：FSA）

小売業における所有の優位性（＝FSA）は，以下のものが該当する。
① 研究開発に伴う知的財産権……該当せず
② 経営管理，マーケティングなど企業の組織にかかわるスキル……とくに店

舗運営
③ 製品の差別化，トレードマーク，ブランドネーム……品揃え
④ 規模の経済にかかわる企業のサイズ……対象国での店舗数
⑤ 設備の最小効率サイズなど……店舗の規模

欧米の大型小売業ではFDIが成功しているが，日本企業で撤退が有ったのは
国内での所有の優位性（＝FSA）の向上が不十分なままでの参入であったこ
とが理由と考えられる。

飲食業における所有の優位性（＝FSA）は，以下のとおりである。
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① 研究開発に伴う知的財産権……該当せず
② 経営管理，マーケティングなど企業の組織にかかわるスキル……とくに店

舗運営
③ 製品の差別化，トレードマーク，ブランドネーム……日本食ブーム
④ 規模の経済にかかわる企業のサイズ……対象国での店舗数
⑤ 設備の最小効率サイズなど……店舗の規模

以前は海外での日本の飲食店というと小規模な日本料理店があった。料理の
質の確保，運営管理などの理由から店舗数を増やせないところが多いままであ
る。最近では国内でレストランチェーンを運営する企業が，所有の優位性（＝
FSA）を向上させて，対外直接投資（FDA）を行っている。表２の企業がこ
れに該当する。

なお，ボーン・グローバル企業は，所有の優位性（＝FSA）を十分に保有
しているとは考えられないが，ICT技術の向上などで，国内にかかわらず外国
の企業が有する所有の優位性（＝FSA）を見出して企業活動に取り込むこと
が容易になっており，外部の所有の優位性（＝FSA）活用することができる。

さらに，Ｍ＆Ａは，自らが保有する所有の優位性（＝FSA）が不十分な場
合，資金力で対象企業が保有する所有の優位性（＝FSA）を入手できる。さ
らに入手後は自ら保有する所有の優位性（＝FSA）との相乗効果が期待でき
る。製薬業で，最近，Ｍ＆Ａが活発なのは，研究開発に時間がかかることから，
短期的に所有の優位性（＝FSA）を確保できることが理由と考えられる。特
に売れ筋の医薬品の特許切れによりジェネリック薬品による売り上げ減対策，
さらに既存の自社製品の販路拡大を期待している。ただし，以前の事例の中に
は，Ｍ＆Ａを実施しても運営能力不足でＭ＆Ａ効果そのものが霧散してしまっ
た例もあり，Ｍ＆Ａ実施後の管理能力にかかっている。

⑵ 内部化の優位性
内部化の優位性は，従来の製造業での議論では以下のものが該当するが，小

売業，飲食業に置き換えて考慮する。なお，対外直接投資（FDI）ではない選
択肢は，ライセンシング，フランチャイジングである。これらが困難な場合に，
対外直接投資（FDI）を行う。

日本の企業では，ライセンシング，フランチャイジングの事例はあまり見当
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たらないことから，言外に内部化の優位性を考慮したうえで，対外直接投資
（FDI）を行っているのではと考えられる。
① 契約の締結・更新に関わる費用の軽減……ライセンシングやフランチャイ

ジング契約の難しさ
② 売却しようとする技術に関する買い手の不確実性……契約先が見つかるか

どうか
③ 製品の利用や再販売に対する支配の必要性……とくに飲食業ではレシピの

漏洩防止が可能かどうか
④ 価格の差別化，もしくは相互利用の優位性……とくに小売業では販売価格

を管理できるかどうか
なお，ボーン・グローバル企業は，内部化の優位性を，短時間に確保してい

る例と考えられる。さらに，Ｍ＆Ａは，その行為そのものが，内部化の優位性
の実現といえる。

内部化をさらに議論するには，個々の対外直接投資（FDI）の事例に対して
行う必要がある。

⑶ 立地の優位性（国特有の優位性）
立地の優位性は，製造業等では，表３に示したのものが該当するが，むしろ，

以下のものから該当するものを考慮したほうがわかりやすい。
① 天然資源・人工的に創出された資源の賦存，国際的な輸送・コミュニケー

ション費，関税・非関税障壁，投資インセンティブ，インフラ，技術基盤な
どの供給側の要素

② 市場規模や所得規模，消費者の嗜好，成長率，発展段階などの需要側の
要素。

③ 各国に存在するイデオロギー，言語，文化，ビジネス，政治などの相違など。
ただ，項目が多岐にわたるので，小売業，飲食業におけるものを議論するに

は，簡易な分析ではなく，業種と地域に分類して個別企業を対象として行う必
要がある。小売業と飲食業が進出している地域には，特徴がみられることから
説明はできると考えられる。
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４．考 察

OLIパラダイムは，最近のトレンドの分析には向いていないのではと想定さ
れたが，前述の考慮をすれば，ある程度の分析が可能であると考えられる。た
だ，内部化優位と立地優位については，業種と地域に分類して行う必要がある。

先行研究としてOLIパラダイムを用いた研究は，金崎（２００３）が小売業に取
り組んでおり「修正OLIバラダイム」と称している。また，飲食業では，渋木
（２０１１）が飲食業に取り組んでいる。とはいえ，非製造業でのOLIパラダイム
を用いた分析の取り組みは，限定されたものである。また，１店舗の規模が小
さい小売業（コンビニエンス・ストアなど），外食業ではフランチャイジング
が選択されることが多い。このことから，フランチャイジングを含めた海外ビ
ジネスを含めた議論が必要となる。

とくに，Ｍ＆Ａとボーングローバルについては，業種に限定されないが，所
有の優位性（企業特有の優位性：FSA）の入手方法に大きく関与している。

所有の優位性（企業特有の優位性：FSA）が，OLIパラダイムでは，３つの
条件のうちで，対外直接投資（FDI）を行う第一の条件である。企業の優位性
のなかで知識にかかわる議論を考慮することによってOLIパラダイムの汎用性
を高めることができると考えられる。国際ビジネスにおける理論と知識研究を
概観するものとして図５に示した。

Teece（２０１４）がダイナミックケイパビリティーとして提案するように，企
業が保有する優位性をどのように選択して所有の優位性（企業特有の優位性：

図５ 国際ビジネスにおける理論と知識研究
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FSA）をダイナミックに自社のものにするかという視点をOLIパラダイムに加
えることができよう。

お わ り に

本論では，FDIの新しいトレンドを念頭におき，製造業以外の業種でも説明
できるモデルの構築を目指した。最近の海外ビジネスのトレンド，具体的には，
⑴小売業，⑵飲食業，⑶ボーン・グローバル，⑷Ｍ＆Ａなどを概観した。とく
に，非製造業である⑴小売業，⑵飲食業における，OLIパラダイムを用いた分
析方法の試案を提案した。本論における分析は簡易なものであり，次の段階と
して，具体的な企業を対象として分析する予定である。産業にとらわれない分
析方法として，今後は「ダイナミックOLIモデル（仮称）」を目指している。
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